
 

１ 国民経済計算と県民経済計算   

（１）2008 年国民経済計算体系への移行 

国民経済計算（SNA）の国際基準については、経済・金融環境の変化に対応する形で不

定期に更新・改定が行われており、日本もこの国際基準に準拠しているが、その最新の

基準として、平成 21 年２月に国連で「2008SNA」が採択された。 

日本では、約５年に１度作成される「産業連関表」「国勢調査」「住宅・土地統計」な

ど大規模かつ詳細な基礎統計を取り込み、過去の計数を再推計する「基準改定」と呼ば

れる作業を約５年おきに行っているが、2008SNA への一部の未対応課題について対応を

図った今回の基準改定は「平成 27 年基準改定」と呼ばれる。 

内閣府では令和元年度国民経済計算年次推計（令和２年 12 月公表）から、平成 27 年

基準に対応した推計がなされており、これに合わせて、県民経済計算も令和元年度推計

（令和４年６月公表）から推計方法の改訂を行っている。 

 

（２）改訂の概略 

平成 27 年基準への移行に伴い、最新の「平成 27 年宮崎県産業連関表」を取り込み、

基準年を従来の平成 23 年（2011 年）から平成 27 年（2015）に変更した。同様に、約５

年ごとに調査される「国勢調査」「住宅・土地統計調査」等の最新版も反映した。 

加えて、最新の国際基準である 2008SNA（娯楽作品原本の資本化等）に対応し、さらに

中央政府等の扱い変更と電気業の新たな推計方法の導入等を行った上で、平成 23 年度

（2011 年度）に遡って再推計した。 

また、地理的な区分は、「県内・県外」とし、制度単位による概念的な区分は「域内・

域外」とした。ここで、「域内」とは自県の制度部門が所在する概念上の地域であり、「域

外」とは他県の制度部門及び中央政府等が所在するとする概念上の地域である。 

 

２ 県民経済計算の概要 

（１）県民経済計算とは 

県民経済計算は、県民経済の循環と構造を生産、分配、支出等各面にわたり計量把握

することにより、県民経済の実態を包括的に明らかにし、総合的な県経済指標として行

財政・経済施策に資することを主な目的とする。あわせて、国民経済における各県民経

済の位置を明らかにするとともに、各県民経済相互間の比較を可能とすることによって、

国民経済の地域的分析及び地域の諸施策に利用しようとするものである。 

県民経済計算は、国における国民経済計算と共通する基本的な考えや仕組みに基づき

構成されており、都道府県という行政区域により地域を区分し、一定期間（通常４月か

ら３月までの会計年度）の経済活動の成果を計測するものである。 

 



 

 

（２）県民経済計算体系の概要 

県民経済計算は、県民経済の循環と構造を社会会計方式により事後的に整合した形で

記録する統計システムである。 

このシステムでは、経済活動を「取引」として捉え、取引への参加者を「取引主体」、

取引の対象を「取引客体」として捉える。取引を受払の両側面につき、貸借の原理・複

式記録の手法に基づいて系統的に処理しながら、マクロ的な視点から経済活動並びに経

済主体別の勘定に整理して記録する。 

この場合、経済理論上の根拠や経済分析上の目的に裏付けられた概念規定により、取

引の分類、取引主体の部門分割や取引客体の分類、取引場所の区分などが明確にされる。 

 

（３）基本勘定と主要系列表 

県民経済計算報告書には、主要な統計表として「基本勘定」、「主要系列表」が掲載さ

れる。このうち、県民経済計算の骨格となるのが基本勘定であり、県の経済循環につい

て各勘定表を用いて体系的に、かつ総合的に記録している。 

県民経済計算の基本勘定体系は、フローの勘定体系であり、大きくは、「制度部門別勘

定」と「統合勘定」に分類される（2008SNA は、経済全体のありさまをフローとストック、

実物と金融のあらゆる面から把握する勘定体系だが、資料の制約により、県民経済計算

ではフローの勘定表（金融資本を除く。）のみ作成する。）。 

制度部門別勘定は、営利企業や一般政府、家計等の別（制度部門別）に経常（所得）

と資本の収支を記録したものである。所得の受払を記録した「制度部門別所得支出勘定」、

資本蓄積の形態とその資本調達を記録した「制度部門別資本勘定」がある。 

統合勘定は、制度部門別勘定を統合した「県民可処分所得と使用勘定」と「資本勘定」、

域外部門の視点から見た当該域内との取引を計上した「域外勘定」、これら三勘定を総括

した「県内総生産勘定（生産側及び支出側）」がある。 

一方、主要系列表は、「経済活動別県内総生産」、「県民所得および県民可処分所得の分

配」、「県内総生産（支出側）」の三表からなる。 

主要系列表は、基本勘定のエッセンスともいうべきもので、生産、分配、支出の三面

について、経済活動の成果を詳細な構成項目により記録している。勘定表よりわかりや

すく、通常よく利用される。ただし、主要系列表は、モノ（財貨・サービス）のフロー

を中心とした記録であり、経済循環の部分的な記録であることに注意を要する。 

 


